
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全学テーマ別評価自己評価書 
 

「研究活動面における社会との連携及び協力」 
 

（ 平 成 １ ３ 年 度 着 手 分 ）  

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１４年７月 

 

北海道大学 



北海道大学 

- 1 - 

Ⅰ 対象機関の概要                 Ⅱ 研究活動面における社会との連携 

                           及び協力に関するとらえ方 

１ 機関名： 北海道大学  

２ 所在地： 札幌市北区  

３ 学部・研究科・附置研究所等の構成  

（学部）文，教育，法，経済，理，医，歯，薬，工，

農，獣医，水産，（研究科）文学，教育学，法学，経済学，

理学，医学，歯学，薬学，工学，農学，獣医学，水産科

学，地球環境科学，国際広報メディア，（主な附置研究所

等）低温科学研究所，電子科学研究所，遺伝子病制御研

究所，触媒化学研究センター，スラブ研究センター，留

学生センター，エネルギー先端工学研究センター，先端

科学技術共同研究センター，総合博物館，量子集積エレ

クトロニクス研究センター，北方生物圏フィールド科学

センター，保健管理センター，体育指導センター，医学

部附属病院，歯学部附属病院，知識メディア・ラボラト

リー 

４ 学生総数及び教員総数  

 ①学生総数 16,299名（うち学部学生数 10,626名） 

 ②教員総数  2,083名 

５ 特徴 

 本学は，学士の称号を与える日本初の高等教育機関で

ある札幌農学校として 1876 年に誕生した。実学を尊ぶ

アメリカ型の大学として出発した本学は，その後，東北

帝国大学農科大学，北海道帝国大学農科大学，北海道帝

国大学を経て，1947年に学制改革により北海道大学とな

った。その後，12学部 14研究科を擁する基幹総合大学

として，2000 年 4 月に大学院重点化を完了し，研究主

体の大学として現在に至っている。 

 この 126 年の歴史の中で，本学は，「フロンティア精

神」，「国際性の涵養」，「全人教育」，「実学の重視」とい

う教育の理念を培ってきた。すなわち，それぞれの時代

の課題を引き受け，新しい道を切り開くこと，思考の閉

鎖性を脱却し，広い視野と高い見識を求めること，そし

て豊かな人間性と高い知性を涵養しつつ，高度な専門的

知識を修得することを目指してきた。これらの理念は本

学における研究活動にも具現化されており，本学の研究

活動の大きな特徴として，国際的な広い視野のもとでつ

ねに新たな研究の地平を切り開きつつ，同時に社会の営

みとの有機的な連携を追究してきたことがあげられる。 

 

１ 「研究連携」に関するとらえ方 

 本学の研究活動面における社会との連携及び協力のあ

り方は上記の四つの理念に基づいている。これらの理念

から，本学の社会との連携及び協力の視点を整理すると，

フロンティア精神の具体化である世界水準の研究開発を

基盤として，(１)実学の実質的展開である，社会性をも

った研究の推進，とりわけ産学官連携による研究成果の

社会への積極的還元を図ること，(２)アジアに，また北

方に位置する総合大学として，これら地域の人々の文化

的・社会的発展に貢献すること，(３)更に，北海道とい

う地域社会からの強い協力要請に応え，北海道が継続的

に必要とする文化的・経済的活性化に資すること，とな

る。これらを本学の社会連携の基本的特徴ととらえてい

る。 

 

２ 取組や活動の現状 

 「社会と連携及び協力するための取組」 

 全学的組織等で行われている取組としては，本学全体

の社会連携活動の円滑化と効率化をはかるため，(１)先

端科学技術共同研究センターを設置し，リエゾンオフィ

スを開設することにより，産学官連携の総合窓口を一元

化し，(２)広報誌やデータベースによる研究連携に関す

る情報発信を行い，(３)大学と連携した北海道ティー・

エル・オー株式会社の設立を図り，(４)各部局の産学官

連携に責任を持つアンカーパーソンを選任し，学内シー

ズを発掘して民間のニーズとのマッチングを図り，

(５)1996 年に策定した「北大キャンパス・マスタープラ

ン」に立脚して，各種研究機関のネットワークの下に産

学官連携の研究ゾーン構築を推進し，本学施設の社会へ

の開放を拡充し，大学敷地内に民間の産学官連携機関「北

海道産学官協働センター」を設置して事業化を目指す産

学官連携研究の場を設定するなどの取組を行ってきてお

り，2002 年には地域貢献等に関する組織的・総合的な窓

口機能を有する地域貢献・連携委員会を設置した。 

一方，全学的方針のもとで，各部局の基本的な取組と

して，(１)受託研究及び民間等との共同研究の積極的活

用，(２)受託研究員の受入れ，(３)寄附講座の開設，(４)
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奨学寄附金の受入れ，(５)各種審議会，委員会，会議等

への参加等が積極的に行われてきた。 

 

「研究成果の活用に関する取組」 

本学は基幹総合大学として豊富な人材を擁しており，

研究成果の活用においても多彩な分野と多様な形態が可

能である。全学的組織等で行われている具体的な取組は

以下に掲げる諸活動として整理することができる。 

１）先端科学技術共同研究センターによる学内シーズ調

査と産学官研究プロジェクト化 

２）北海道ティー・エル・オー株式会社による学内シー

ズの特許化と技術移転 

３）北海道経済産業局，北海道，札幌市，北海道経済連

合会等の戦略的テーマ設定のための諸会議への教官

の参加による，産学官連携プロジェクト策定の推進 

４）北海道産学官協働センターを活用した学内シーズを

基盤とするプロジェクトの事業化への移行の実現 

５）大学教官が参加するベンチャー企業の立ち上げ 

６）日常的な技術相談に対し，それに応える適切な教官

の紹介 

７）国際機関との提携による国際的な研究成果の活用 

８）先端科学技術共同研究センターのリエゾン機能を中

核とする本学及び本学を取り巻く産学官連携諸機関

及び諸機能のネットワーク化（以下に図示） 

産業技術化研究

事業化・ベンチャー起業

技術移転機能

・技術シーズの特許化

・企業への技術移転

・マーケティング

リエゾン機能

・ニーズとシーズのマッチング

・産学官プロジェクト研究の

　　　コーディネート

・戦略的テーマ設定　　　　

・経営支援

・法規に関する支援
・創業支援

大学における学術研究の蓄積

・金融

・ベンチャーキャピタル

・政府系資金

産業技術化研究および事業化・ベンチャー起業
のために必要な機能と実行機関のネットワーク

【先端科学技術共同研究センター】 【北海道ティー･エル･オー株式会社】

【北海道ベンチャーキャピタル㈱等】【経済学研究科、法学研究科】

【研究成果活用プラザ】

　【国公設研究機関】
【北海道産学官協働センター】

 次に，全学的方針の下に部局等において行われてい

る代表的な取組を整理すると次のようになる。 

・インプット及びプロセス的な取組 

１）高等法政教育研究センターを設置し，研究者・実務

家とのネットワークの形成（法学研究科） 

２）産学官連携による理系研究者向け起業コースの開設

（経済学研究科） 

３）高度医療人養成のための卒業後研修の受入れ（薬学

研究科，医学部附属病院，歯学部附属病院） 

４）寄附講座の受入れ（医学研究科，工学研究科） 

５）JICA の研修コースの開設（農学研究科，獣医学研

究科，触媒化学研究センター等） 

６）科学技術広報の一貫としての産業広報の共同研究及

び広報用冊子作成（国際広報メディア研究科） 

７）大学と社会をつなぐ広報活動（総合博物館） 

・アウトプット的な取組 

１）地震予知，火山噴火予知等住民の安全を図るための

研究の活用（理学研究科） 

２）糖鎖工学の研究開発の活用（理学研究科） 

３）新エネルギー・新素材・ナノテクノロジー研究開発

の実用化（理学研究科，工学研究科，電子科学研究

所，触媒化学研究センター，エネルギー先端工学研

究センター，量子集積エレクトロニクス研究センタ

ー） 

４）遺伝子治療による難病の治療（医学研究科，遺伝子

病制御研究所） 

５）情報メディア技術の研究開発の実用化（工学研究科，

知識メディア・ラボラトリー） 

６）福祉機器の開発（工学研究科，電子科学研究所） 

７）耐寒・耐乾性品種の創成（農学研究科） 

８）食と健康に関する新しい機能性物質の製品化（農学

研究科，薬学研究科） 

９）インドネシア泥炭地域における農林水産業システム

の構築及び居住環境向上への研究成果の応用（農学

研究科，地球環境科学研究科） 

１０）資源管理型漁業の開発応用（水産科学研究科） 

１１）地球温暖化・利雪・凍上（シベリア天然ガスパイ

プラインに応用）等の対策支援（低温科学研究所） 

１２）北方圏にかかわる研究と応用（スラブ研究センタ

ー） 

１３）森林の二酸化炭素吸収の定量化による国際標準の

作成（北方生物圏フィールド科学センター）
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Ⅲ 研究活動面における社会との連携及び協力に関する目的及び目標 

 

１ 目的 

第II節「研究連携」に関するとらえ方で述べたように，

本学の社会連携活動は，「社会性をもった研究の推進」，

「アジア・北方地域への貢献活動」，「地域社会，特に北

海道への貢献活動」という視点の下に行われており，そ

の具体的目的として，次の三点を設定した。 

目的(１)：産学官連携の下，応用や実証を重んじた研究

を産業技術等として社会へ還元し，また社会

の諸分野の課題に対応した知識や技術を提供

し，専門的見地により支援する。 

目的(２)：世界，とりわけアジア及び北方圏の環境と生

活の向上並びに産業経済等の発展に貢献する。 

目的(３)：北海道が継続的に必要とする文化的・経済的

活性化に資する。 

 

２ 目標 

目的(１)に関連して，次の目標を設定した。 

Ａ【産学官連携の下で研究を産業技術等として社会へ還

元する】 

・ 産学官連携による，研究を社会に還元するシステ

ム，技術移転のシステムの構築・組織編成 

・ 応用・実証研究に対する積極性を保障する組織体

制の構築 

・ 産業技術分野の課題解決に向けた要請を受入れ，

支援するための体制の構築 

・ 受託研究及び民間等との共同研究の積極的推進 

 ・ 新たな産業技術（バイオ，IT 等）に係わる研究開

発 

B【社会の諸分野の課題に対応した知識や技術を提供す

る】 

・ 地震，火山噴火予知等住民の安全を図る活動 

・ 遺伝性疾患等に対する先進治療法の研究と応用 

・ 住民の健康を増進する生活環境に対する科学的研

究と応用 

Ｃ【専門的見地による支援を行う】 

・ 国の審議会等における知的専門性を社会に還元す

る活動の推進 

・ 行政を専門的見地から評価する活動の推進 

 

目的(２)に関連して以下の目標を設定した。 

Ｄ【環境と生活の向上に貢献する】 

・ 二酸化炭素増加防止等の生態系を取り巻く自然環

境保全を実現する研究体制の構築 

・ 北方圏に特有な自然環境及び生活環境における問

題解決のための研究と応用 

Ｅ【アジア及び北方圏の産業・経済等の発展に貢献する】 

・ 環境保全型農業等のアジア経済の持続的発展を図

るための研究と応用 

・ 北方圏に存在する資源の活用を図るための研究

開発 

 

目的(３)に関連して，以下の目標を設定した。 

Ｆ【北海道に特有な経済及び産業の活性化を図る】 

・ 北海道経済の構造改善に関する研究と活動 

・ 北海道の基幹産業である農・水産・畜産・林業の

高度化のための研究と活動 

・ 北海道地域で発達の遅れている２次産業を活性化

する研究及びこの分野に対する技術移転と新産

業育成の活動 

Ｇ【北海道における産学官連携を推進する】 

・ 大学の持つ知的資産を地域経済活性に活用するた

めのシステム構築 

・ 本学及び本学を取り巻く地方自治体，経済団体等

とのリエゾン機能の強化 

・ 学術を基盤にすえ，産学官の高度な連携機能を持

つ新たな都市設計にかかわる研究と応用 

・ 本学の研究シーズを基にし，地域に優位性を持つ

分野における事業化の推進 

Ｈ【専門的見地による北海道が必要とする課題に対し支

援する】 

・ 北海道内自治体等の審議会等における知的専門性

を社会に還元する活動の推進 

Ｉ【北海道の文化的活性化を推進する】 

・ 北海道住民のクオリティー・オブ・ライフを高め

る活動 
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Ⅳ 評価項目ごとの自己評価結果 
 

１ 研究活動面における社会との連携及び協力の取組 

 

（１）取組の分類ごとの評価  

 

（取組の分類１）社会と連携及び協力するための取組  

 

○観点ごとの評価結果 

観点 A： 社会と連携及び協力する取組に対する企画，運営体制 

 社会と連携及び協力する取組の企画は，研究担当副学長が主宰し，評議会の下に置かれた

「研究推進委員会」を中心として検討している（資料１）。２００１年度には，研究担当副学

長の役割を明確化して研究促進・産学官協力担当副学長とし，さらに産学官協力担当総長補

佐を置いて，産学官連携機能をいっそう充実させている。「研究推進委員会」は民間の産学官

連携機関「北海道産学官協働センター（コラボほっかいどう）」の大学構内設置や北海道ティ

ー・エル･オー株式会社（以下「北海道 TLO㈱」と略）の設立に関し，学内外の壁を越えた

計画を打ち出している（資料２，３，４）。一方，全学の「点検評価委員会」においても１９

９７年度に，学内の共同研究の育成方策として，①オープンラボの設置，②学内の研究を平

易に解説・紹介する広報誌の刊行，③研究業績データベースの構築が提案され，実行に移さ

れた（資料５）。１９９９年には，各部局の産学官連携に責任を持つ「アンカーパーソン」を

メンバーとする「リエゾンオフィス設置準備室」を設置した（資料６）。 

 社会と連携及び協力の取組を運営・実施するために既設の先端科学技術共同研究センター

（以下，先端研と略）を２００１年に改組・拡充して，その中にリエゾンオフィスを設置し，

そこに教授 1 名を配置して社会と連携及び協力する総合的な取組を行っている。 

 また，２００２年に地域貢献等に関する組織的・総合的な窓口機能を有する「地域貢献・連

携委員会」を設置し，その下に地域貢献・連携推進室を置くとともに，自治体と地域連携事業

等に係る調査検討及び実施に関する協議を行うため，「北海道地域連携推進協議会」を発足さ

せた。（資料７，８，９） 

一方，各部局においては，高等法政教育研究センターの設置（法学研究科），産学官連携に

よる理系研究者向け起業コースの開設（経済学研究科），大学と社会をつなぐ広報活動（総合

博物館）等の取組が行われている。 

このように，全学的取組及び各部局における取組は，実効ある企画，運営体制を構築して

おり，共に目的（１）・目標 A 及び目的（３）・目標Ｇをはじめとする研究連携を推進してお

り優れている。 

資料１：研究推進委員会規程 

資料２：研究推進委員会議事録 

資料３：コラボほっかいどう（パンフレット） 

資料４：北海道ＴＬＯ（株）（パンフレット） 

資料５：平成９年度北海道大学年次報告書 

資料６：リエゾン・オフィス設置準備室要項 
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資料７：北海道大学地域貢献・連携委員会要項 

資料８：北海道大学総務部総務課に地域貢献・連携推進室を置く暫定要項 

資料９：北海道地域連携推進協議会要項 

 

観点 B： 取組の地域性・公共性及び大学が有する立地条件，施設等の活用 

本学のキャンパス北部（北キャンパス）は，民間企業のニーズと本学の研究成果を結ぶ上

で重要な位置づけを持つ道立試験研究機関群と隣接しており，かつ研究施設群を新設できる

スペースを持つ。本学が１９９６年に策定した「キャンパス・マスタープラン」では，この

北キャンパスに産学連携研究を含む研究エリアを構築することが計画されている。（資料 10） 

資料１０：北アカデミック・ゾーン 

 

    （出典：北海道大学キャンパス・マスタープラン９６） 

※（北海道立工業試験場等の道立試験研究機関群）の表記は，ｷｬﾝﾊﾟｽ･ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝに書き加えたものである。 

 

（北海道立工業試験場等の道立試験研究機関群） 
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この計画に基づいて，北キャンパスに先端研を設置し，これに連携して北海道産学官協働

センター，研究成果活用プラザ北海道等の学外共同研究機関が設立された。これらの関連研

究機関の設立と運営には本学も多大な支援を行い，また札幌市都市再開発との連携も行って

いる。一方，このエリアの立地条件の優位性を活用して，道立試験研究機関群との連携シス

テムをも構築している。 

このように，目的（３）・目標Ｇに係わる北海道地域における戦略的産業技術テーマを推進

している点は優れている。また，北海道 TLO㈱の設立に貢献し，その事務所を本学事務局内

に置くなど，地域性・公共性には優れたものがある。 

 

観点 C： 大学の基礎研究から応用・開発研究への進展，さらに実用化，事業化にいたる一

貫したシステムの構築 

この観点からは，先端研リエゾンオフィスを中心として次の取組が行われている（資料１１）。 

１） 技術相談の窓口機能の充実。技術相談に対しては全学の部局に配置されている「アン

カーパーソン」を介して，相談内容に対応する最適教官を紹介するシステムの確立。 

２） 共同研究プロジェクト等の形成に関するリエゾン活動。 

３） 大学の有するシーズ情報を把握するための特に産業シーズの収集に重点を置いたデー

タベース等を作成するなどの，情報発信機能の確立。 

４） 大学教官と民間企業経営者・技術者及び省庁（地方局を含む）・地方自治体等の連携を

図り，ニーズとシーズのマッチングを図るためのセミナー，シンポジウム等の開催。 

５） 北海道大学北キャンパスとその近接地に集積している研究機関群（北海道産学官協働

センター，道立試験研究機関，研究成果活用プラザ北海道）と連携した開発研究体制の構

築。 

６） 社会科学系研究者，産学コーディネーター，外部研究員（新エネルギー・産業技術総

合開発機構研究員，北海道ＴＬＯ（株）職員，ベンチャーキャピタリスト，専門性を持つ

客員教授等）を加えた，拡大リエゾンオフィス（CAST Liaison Officer Network：CLON）

の構築。 

７） 北海道 TLO㈱と連携した，市場を見据えた学内シーズの探索を行い，民間企業等が要

求する技術等に関するニーズと，大学が有するシーズとのマッチング。 

８） 北海道 TLO㈱によるシーズの特許化，マーケティングへのスムーズな移行調整。 

９） 受託研究・共同研究用研究スペースの提供。とりわけベンチャー企業との受託・共同

研究用研究スペースの積極的活用の推進。 

１０） 北海道 TLO㈱との連携による新技術を活用した事業化・ベンチャー起業への経営支

援・法律相談・創業支援。 

このように，基礎研究の活用から事業化を目指した共同研究プロジェクトの創出，事業化・

ベンチャー起業への創業支援までの体制を整備していることは，目的（１）・目標 A 及び目的

（３）・目標Ｆ，G を達成する上で，きわめて優れている。 

資料１１：CAST（先端研パンフレット） 
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○取組の分類１の貢献の程度 

 

  取組は目的・目標を実現する上で優れている。 

 

（取組の分類２）研究成果の活用に関する取組  

 

○観点ごとの評価結果 

観点 D： 地域性・公共性を重視した大学の知的資産の活用 

１） 北海道地域住民の安全や生活の向上に対して，北海道防災会議地震火山対策部会火山

専門委員会等への積極的参加・提言・指導（理学研究科），心理教育相談室の開催（教育

学研究科）が積極的に行われている。 

２） 北海道を含む現代社会が直面している諸問題に対応するための共同研究として，「循

環型資源管理システムの構築に向けて」，「地域の自立に向けた政策金融のあり方の研究」

等が企画され，内外の研究者，社会における実務家とのネットワークを形成しつつ，問題

解決のための方策，制度設計を行っている（法学研究科）（資料１２）。 

資料１２：北海道大学大学院法学研究科附属高等法政教育研究センター年次報告書 ２０００年版， 

２００１年版 

３） 北海道地域で発達の遅れている二次産業を活性化するための食品の高機能化研究（農

学研究科），バイオマス活用研究（農学研究科，水産科学研究科，工学研究科）等優れた

取組がある。 

４） 北海道に優位性のある合成 DNA 産業とバイオ関連研究の蓄積を基に，DNA アレイ等

（医学研究科，地球環境科学研究科，遺伝子病制御研究所）の産業技術化研究が組織的に

行われている。 

５） 札幌市と中国との経済交流促進の方向性や今後取るべき方策について，札幌市中国経

済交流促進懇話会委員として，マネージメント・情報環境等の観点から積極的に提言を行

っているほか，東アジア問題研究の成果を生かして，北海道日中関係学会を主宰し，頻繁

に公開研究会を開催している。（国際広報メディア研究科）                       

６） 北海道にとって重要な国際環境である極東をめぐる日露関係について，北海道内の民

間研究者や自治体関係者との意見交換及び討論の場として市民交流セミナーを企画し，

知的資産を共有する取組を行っている。また，学外の研究者と連携し「北海道スラブ研

究会」を運営している（スラブ研究センター）。 

これらは目的（１）・目標 B 及び目的（３）・目標Ｆ，Ｉを達成する上で優れているととも 

に，地域性・公共性を重視した取組となっている。  

 

観点 E： アジア圏，北方圏に特有の自然環境及び生活環境における問題解決を重視した大

学の知的資産の活用 

１） 北方圏に特有のエキノコックス病，シベリアと南方を移動する渡り鳥によるインフル

エンザウィルスの伝播経路に関する研究を基に，これらの疾病の予防・抑制に関する研究

を推進している（獣医学研究科）。 

２） サハリン大陸棚石油・ガスの開発と環境研究（スラブ研究センター），カムチャッカ半
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島・北海道の地熱エネルギー資源ポテンシャリテイーとその活用に関する研究（総合博物

館）が進行している。 

３） 森林の二酸化炭素固定機能に関する研究（北方生物圏フィールド科学センター）等の

自然環境保全を実現する研究が推進されている。 

４） 環境ホルモンによる海洋汚染を把握し環境保全研究体制を構築する取組がなされてい

る（先端研）。 

このように目的（２）・目標 D に係わる取組は，アジア圏，北方圏に特有の自然環境及び生

活環境における問題解決を重視した大学の知的資産の活用は本学独自の優れたものである。 

 

観点 F： 事業化を目指した開発研究の支援 

１） ニーズ育成研究領域による遺伝子改変動物(トランスジェニック・アニマル)の作成技術

の開発，及び動物遺伝子改変を利用した畜産高度化の研究の成果を基にベンチャー企業

設立がなされた。（先端研） 

２） 地球環境科学研究科における基礎研究を基盤とした DNA チップ，プロテインチップ等

の製造，環境ホルモンの検出，多価不飽和脂肪酸の微生物生産に係る研究等を，北キャ

ンパスエリアにおける他共同研究施設を利用しつつ事業化に発展させる取組を行って

いる。（先端研） 

３） 北海道TLO㈱と先端研との連携によるベンチャー企業設立支援体制が実質的に機能し，

大学での研究成果を基に大学教官を取締役とするベンチャー企業をすでに２社設立し

ている。    

４） ２１世紀における知識の流通と再編の基盤となり得る情報メディア技術の研究開発プ

ログラムを推進し，産業基盤，特にベンチャービジネスのシーズとなるような高度基

盤技術 IntelligentPad（２次元表現知識メディアシステム）を育成し，産業界への技

術転嫁と産業界からのフィードバックが行われている。 

また，起業家精神に富んだ創造的人材（大学院生）の実践的育成のため，学内外の

識者，企業家，ベンチャーキャピタリストの支援を得て講習会を企画し教育にあた

っている（知識メディア・ラボラトリー）（資料１３）。 

このように，目的（１）・目標 A 及び目的（３）・目標Ｆ，Ｇに係わり，大学における研究

成果を基に，事業化・ベンチャー企業設立に発展させる支援体制を整備し，機能している点

は全国の大学に先駆けたものできわめて優れている。 

資料１３：北海道大学知識メディア・ラボラトリー（パンフレット） 

 

○取組の分類２の貢献の程度 

 

取組は目的・目標を実現する上で優れている。 

 

（２）研究活動面における社会との連携及び協力の取組の水準  

 

取組は目的及び目標達成に十分貢献している。 
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（３）特に優れた点及び改善点等  

 

全学的取組として，学内におけるリエゾンオフィスの設置，学外組織である北海道産学官

協働センターの大学敷地内（北キャンパス）設置，北キャンパス・エリアに所在する道立研

究機関群及び研究成果活用プラザ北海道との連携，北海道 TLO㈱の設立と事務組織の大学構

内への受入れ等，基礎研究の成果を基に，産学連携プロジェクト研究の形成，実用化研究，

さらに事業化・ベンチャー企業設立支援にいたる取組がなされている点が特に優れている。

これらの取組は，研究者個人と民間企業の個別的関係を主とする受託・共同研究の進展に頼

る従来型の産学連携の取組と比べて，効率の点で大幅な改善が見られ，産学官の各々のミッ

ションを実現しうる組織体が連携するものとなっている。さらに学内体制においては，技術

を有する理系諸部局に加え，社会科学系の研究者の参加も見られ，起業を見据えた優れたシ

ステムを形成している。また，各部局においても研究成果を事業化に結びつける開発研究が

意欲的になされ，先端研のリエゾン機能と連動して事業化に発展する事例が見られる点が特

に優れていると評価される。 
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２ 取組の実績と効果 

 

（１）取組の分類ごとの評価  

 

（取組の分類１）社会と連携及び協力するための取組  

 

○観点ごとの評価結果 

観点 A： 産学官連携活動の基盤整備 

１）産学官連携基本インフラストラクチャーの構築 

a） 産学官連携研究スペース（オープンラボ）の設置 

i) 先端研に「プロジェクト研究領域」を置き，本学の教官をプロジェクトリーダーとす

る民間等との共同研究に研究スペースを提供している。この先端研のセンター共同研

究スペースを用いて過去５年間に２３の「センタープロジェクト」を推進した。大学

発ベンチャー企業との間の事業化を目的とする共同研究に利用されていることは大き

な特徴である（資料１）。 

ii) 外部研究連携機関の設置への協力と支援 

・北海道産学官協働センター（コラボほっかいどう）（資料２） 

大学における研究成果の地域産業への活用を目的に，研究交流促進法の適用を受

けて国立大学構内に設置された第１号の施設である。共同研究事業ルーム，共同研

究スペース，ミーティングルーム，交流スペース等を設置している。 

・北海道ＴＬＯ（株）（資料３） 

１９９９年１２月６日に北海道地域の大学，高等専門学校，国・公設試験研究機

関に集積する知的財産の社会活用による「知的創造サイクル」の構築を目的に，本

学の主導で北海道ＴＬＯ（株）が設置された。 

b) 大学の研究を平易に解説・紹介する広報誌の刊行 

一般市民を対象とした季刊の広報誌（リテラ・ポプリ）を刊行して，本学の特徴的な研

究，産業研究シーズ，産学連携総合窓口等を平易に紹介している（資料４）。 

c) 研究関連データベースの整備 

  i) 研究者総覧：本学すべての研究者と研究内容を掲載（資料５）。 

ii) 研究活動一覧：本学すべての研究者の発表論文，著書等を掲載（資料６）。 

なお，ⅰ）ⅱ）は，研究業績データベースとして，本学ホームページで公開し，研

究連携の情報発信を行っている（資料７）。 

  iii) 「北海道の研究者と技術シーズ」：北海道経済産業局と連携して，北海道全域をカバ

ーする産業技術化研究シーズのデータベースを発行（資料８）。 

iv) 「北の知恵 DATA BASE」：北海道開発局と共同で，北海道全域を対象とする技術情

報のデータベース・システムを構築（資料９）。 

２） 産・官を対象とするセミナー等の開催 

北海道大学（先端研），北海道ＴＬＯ（株）が産・官を対象として活発にセミナーを開

催している（資料１０）。 
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３） 技術相談等の窓口機能 

先端研における相談件数は，年１５０～２００件であり，技術相談，特許にかかわる相

談，各種申請書作成に関してアドバイスを求めるもの，地方自治体や産業団体等からの産

学連携への取組に関するものなど多様である。 

技術相談については，専門の研究者を紹介して適切なアドバイスを行っているが，さら

にその中から外部研究資金を伴う研究として５年間に１６件の受託研究と４５件の共同

研究が生まれた（資料１１）。 

このように，目的（１）・目標Aに係わる産学官連携活動の基盤整備の取組は実質的な効果を

生み出しており優れている。 

資料１：CAST（先端研パンフレット） 

資料２：コラボほっかいどう（パンフレット） 

資料３：北海道ＴＬＯ（株）（パンフレット） 

資料４：リテラ・ポプリ 

資料５：研究者総覧 

資料６：研究活動一覧 

資料７：研究業績データベースアクセス件数 

１９９８年度 １９９９年度 ２０００年度 ２００１年度 

４８，６９８件 ９７，３１６件 ９５，４１３件 １２５，３８１件 

資料８：北海道の研究者と技術シーズ 

資料９：北の知恵 DATA BASE 

資料１０：産・官を対象とするセミナー等の開催回数 

１９９７年度 １９９８年度 １９９９年度 ２０００年度 ２００１年度 

  ５回 １２回 １３回 １２回 １０回 

資料１１：先端研の技術相談成果（受託研究数及び共同研究数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観点 B： 連携先・連携活動の獲得状況 

本学における産学官連携研究の状況は以下の通りである（資料１２，１３）。 

 

  受託研究 共同研究  

件 数 件 数 

  １９９７年度 １   ５ 

   １９９８年度 ４ １２ 

   １９９９年度 ６ １０ 

   ２０００年度 ３  ９ 

   ２００１年度 ２  ９ 
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資料１２：受託研究及び共同研究契約状況一覧 

         受託研究           共同研究  

   件 数    金 額(百万円)     件 数   金 額(百万円) 

 １９９７年度     ２２８    １，０２８       ７０      ２１６ 

 １９９８年度     ２５７    １，０９３       ９０      ２１５ 

 １９９９年度     ２９３    １，６１６       ９６      ２６６ 

 ２０００年度     ２８５    １，４５２     １１７      ２９４ 

 ２００１年度     ２５３    １，０７０     １２７      ２９０ 

 

資料１３：奨学寄付金及び受託研究員の受入状況 

        奨学寄附金 受託研究員  

   件 数     金 額(百万円) 件 数 

 １９９７年度   ２，００３    １，７４９     １３ 

 １９９８年度   １，８０７    １，８０４     １４ 

 １９９９年度   １，７７８    １，６２２     ２２ 

 ２０００年度   ２，００１    １，７９６     ２８ 

 ２００１年度   ２，２７５    ２，０９７     ２２ 

 

これらの外部資金の外に，本学教官が研究代表者となって獲得した他省庁の研究費がある

が，外部経理のため現時点ですべてを掌握することはできていない。このような研究費の一

例として，２００１年度補正予算による経済産業省所轄の「即効型地域新生コンソーシアム

研究開発事業」では，本学教官が研究代表者となったものの総額は３６８百万円である。 

これらに見られるように，目的（１）・目標 A に係わる連携先・連携活動の獲得状況には優

れたものがある。 

 

観点 C： 官及び公設研究機関との連携体制 

１） 大学で行われている研究は，高度に専門化しているものが多く，産・官からのニーズ

と必ずしも一致しない。このような場合，地域民間企業の技術指導をミッションとする道

立試験研究機関との連携は効果的であることから，先端研リエゾンオフィスと道立試験研

究機関の間に懇談会を設置して，合同で，民間ニーズに対応するための検討を行っている。 

２） 北海道経済産業局及び北海道等における戦略的テーマの策定に，先端研リエゾンオフ

ィスや多数の教官が関与することにより，システマティックな産学官連携を図っている。

このような取組から「DNA チッププロジェクト」，「次世代ポストゲノム推進協議会」，

「知的クラスター創造事業－IT カロッツェリア構想－」等の戦略的プロジェクト体制が

生まれている。 

３） 現在我が国の経済活性化戦略の一環として取り組まれている構造改革特区や都市再生

とのかかわりにおいて，大学と北海道，札幌市，北海道経済産業局，北海道開発局とが連

携し，「政経懇話会」において特区や都市再生と結びついた形で北キャンパスにリサーチ

パークを構築するための検討を行っている。 
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このように目的（１）・目標 A 及び目的（３）・目標Ｆ，G，Ｈに関する官及び公設研究機

関との連携体制には優れたものがある。 

 

観点 D： 事業化，ベンチャー企業育成支援体制 

１）先端研リエゾンオフィスは「基礎研究から事業化を実現するに至るまでに必要な要素」

の検討を行い，その要素として「リエゾン機能」，「技術移転機能」，「経営支援セクタ

ー」，「金融セクター」の 4 点を抽出した（資料１４）。これらの機能をネットワーク化

し事業化・ベンチャー企業化を支援する体制となっている（資料１５，１６）。 

２）先端研リエゾンオフィスは，北海道ＴＬＯ（株）職員やベンチャーキャピタリストを客

員研究員として組織し，市場を見据えたシーズ発掘と産学官連携プロジェクトのコーディ

ネート及び事業化に向けたアドバイスを行う。 

３）先端研プロジェクト研究「ベンチャービジネス及びベンチャーキャピタルの研究」の中

で，経済学研究科教官が事業化・ベンチャー起業への経営支援・法律相談・創業支援を研

究している。 

４）本学副学長他３名の教官が，北海道ＴＬＯ（株）の取締役を兼業して，週１～３回程度

の特許案件会議，月１回程度の取締役会で活動している。  

５）先端研に学外研究者等を受け入れるための｢研究員｣制度を創設し，企業研究者，ベン

チャーキャピタリスト等外部研究者の研究参加を容易にした。企業・金融セクターと

の日常的な交流により，学内研究者の事業化へ向けた応用・実証研究に対する積極性

を喚起する効果を生み出している（資料１７）。 

このように，事業化，ベンチャー企業育成支援体制は，目的（１）・目標 A 及び目的（３）・

目標Ｆ，G の達成に優れて貢献している。 

 

資料１４：リテラ・ポプリ 10，2002，10～13 ページ 

 

資料１５：特許出願数等(※北海道ＴＬＯ（株）扱い分)
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北大 3 0 0 0 0 0 17 1 1 1 4 1 24 6 0 0 3 0 6 2 50 9 1 1 7 1

道内他大学等 0 0 0 0 0 0 6 0 0 0 0 0 10 4 0 0 2 1 3 3 1 19 7 0 0 2 2

計 3 0 0 0 0 0 23 1 1 1 4 1 34 10 0 0 5 1 9 5 1 69 16 1 1 9 3

平 成 14年 度

国
内
出
願

外
国
出
願

権利の取得 技術移転

国
内
出
願

外
国
出
願

権利の取得 技術移転

国
内
出
願

外
国
出
願

権利の取得 技術移転

国
内
出
願

外
国
出
願

権利の取得 技術移転

国
内
出
願

外
国
出
願

権利の取得 技術移転

平成 11年 度 平成 12年 度 平成 13年 度

 

資料１６：技術移転事例一覧(※北海道ＴＬＯ（株）扱い分)

所有権種類 出願年月 対象技術名 移転先企業名 移転時期 提供研究者

特許権 平成11年  5月 対象技術：融雪装置  ㈱大仁　（融雪機器メーカー） 平成12年  7月 井口学（北海道大学大学院工学研究科）

特許権 平成11年  5月 対象技術：融雪装置  ㈱ヒルコ　（融雪機器メーカー） 平成12年  7月 井口学（北海道大学大学院工学研究科）

特許権 平成   5年　6月 対象技術：人工喉頭 ㈱電制 平成12年10月 伊福部達（北海道大学電子科学研究所）

特許出願中 平成12年  5月 対象技術：歪ゲージ ㈱共和電業 平成12年10月 名和豊春（北海道大学大学院工学研究科）

特許出願中 平成12年  3月 対象技術：セルロースエステル製造 ダイセル化学工業㈱ 平成13年  3月 高井光男（北海道大学大学院工学研究科）

特許出願中 平成12年  3月 対象技術：遺伝子変異検出法 ㈱フロンティア・サイエンス 平成13年  4月 多田光宏（北海道大学遺伝子病制御研究所）

特許出願中 平成12年  6月 対象技術：レピジモイド製造法 神戸天然化学㈱ 平成13年  4月 冨田房男（北海道大学大学院農学研究科）

特許出願中 平成13年12月 対象技術：非公開 非公開 平成13年12月 非公開（北海道大学）

 

資料１７：北海道大学先端科学技術共同研究センター研究員についての申し合わせ 
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○取組の分類１の実績や効果の程度 

 

取組は目的・目標を実現する上で優れている。 

 

（取組の分類２）研究成果の活用に関する取組  

 

○観点ごとの評価結果 

観点 E： 事業化を視野に入れた連携活動の実績 

１） ベンチャー企業の創出（資料１８） 

・遺伝子病制御研究所，医学研究科の教官を中心に全国初の教官によるベンチャー企業を

創出した。（ (株)ジェネティックラボ） 

・先端研ニーズ育成研究領域の教官が取締役となり，ベンチャー企業「トランスアニメッ

クス」を設立。 

２）特徴的な共同研究例 

a) 地方自治体の委託による共同研究プロジェクトの形成 

・ 札幌市からの委託による「太陽光発電環境低負荷型エネルギーの有効利用に関す

る研究」及び「凍結路面の解氷技術の確立等に関する研究」 

b) ベンチャー企業創設と連動した共同研究 

・ ２０００年９月設立の㈱ジェネティックラボとの共同研究「未知遺伝子の機能解

析用 DNA アレイの開発と臨床応用」 

c) 北海道による戦略的テーマ設定を受けたプロジェクトの具体化 

・ DNA チップの産業技術化のため学内研究者と民間企業のプロジェクトを形成し，

「北海道産学官協働センター」における共同研究をコーディネートし技術を民間

企業へ移転し企業における DNA チップの生産を支援した。  

d) 地域コンソーシアムのコア研究室形成 

・ 大規模農業における知的精密農法の実現を目的とした，精密自律走行作業支援シ

ステムの研究開発 

・ 食品成分の生体内動態の解析と新規生体調節機能解析技術の構築によるプライマ

リーケア食品等の創生 

e) 事業化に直結する民間等との共同研究 

・インターネットを利用した超高圧電子顕微鏡の遠隔操作と高詳細デジタル動画像の

無圧縮実時間送受信実験を通して，道内の IT ベンチャー企業と協力して GUI（グ

ラフィック・ユーザー・インターフェース）ソフトを開発した。 

・ウェルフェアテクノハウス札幌研究会の活動と連携した，先端的福祉機器の開発。 

・異常音検知による装置異常同定法の開発の成果を特許化し，その後担当研究者が民

間企業顧問となり事業化した。 

このように，事業化を視野に入れた連携活動には全国的にも先進的なもので，目的（１）・

目標 A 及び目的（３）・目標Ｆ，G の達成に貢献しており，その実績は優れている。 
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資料16：北海道大学発ベンチャー企業の状況（H14.7）

役員兼業が承認されているベンチャー企業
企　　業　　名 大　学　関　係　者 業　務　内　容 設立年月日

（株）ジェネティックラボ 吉木敬教授，守内哲也教
授，瀬戸篤（小樽商大助
教授）

ＤＮＡアレイの開発 平成12年9月1日

（株）ジーンテクノサイエンス 上出利光教授，藤堂省教
授，小野江和則教授

遺伝子改変動物等の受託作成，
疾患関連遺伝子の探索

平成13年3月1日

（株）北海道自然エネルギー研究セン
ター

大友詔雄助手 新エネルギービジョンの策定，
バイオマス資源エネルギー再生
産活動のコンサルティング等

平成11年6月4日

（株）テクノフェイス 嘉数侑昇教授 オープンソース研究開発 平成14年4月15日

（株）メディカルイメージラボ 宮坂和男教授，山本強教
授

画像診断高精度化に関するシス
テムの研究・開発

平成14年4月1日

（株）トランスアニメックス 北田一博助教授，松田洋
一教授，

実験動物における染色体マッピ
ング及び遺伝子型解析の支援等

平成14年7月26日

 

観点 F： 省庁（地方局を含む），自治体の科学技術及び経済政策への寄与 

法学研究科附属高等法政教育研究センターにおいては，政策分析・提言を中心に社会連携・

協力を行うとともに，自治体主催の「地方自治土曜講座」への協力を通じ，地域との連携を

深めている。 

本学教官の国の審議会等への参加状況（２００２年３月現在）を見ると，内閣府景気ウ 

ォッチャー調査研究会委員（経済学研究科），文部科学省科学技術・学術審議会専門委員（理

学研究科，薬学研究科，工学研究科，地球環境科学研究科，遺伝子病制御研究所等），国土交

通省国土審議会専門委員（工学研究科），農林水産省畜産局獣医事審議会専門委員（獣医学研

究科），水産庁水産政策審議会委員（水産科学研究科），環境省中央環境審議会委員（地球環

境科学研究科）等１４３件にも及ぶほか，原子力安全委員会専門委員，エネルギー・資源工

学研究連絡委員会委員（日本学術会議），環境省地球環境研究等企画委員等，エネルギー，環

境をはじめあらゆる分野の委員会等に委員を送っている（資料１９）。 

一方，北海道次世代科学技術創出研究会検討委員会委員（文学研究科，経済学研究科，薬

学研究科，工学研究科，農学研究科，地球環境科学研究科，先端研），北海道商工業振興審議

会委員（経済学研究科）札幌市情報公開審査会委員（法学研究科），北海道防災会議委員（理

学研究科，獣医学研究科），同会議原子力防災対策部会専門委員（医学研究科，工学研究科），

札幌市自動車公害対策推進会議委員（工学研究科），北海道みどりの環境づくり計画策定検討

委員会委員（工学研究科，農学研究科），北海道総合開発委員会委員（水産科学研究科），北

海道男女平等参画審議会委員（高等教育機能開発総合センター）等の北海道，札幌市をはじ

めとする地方自治体の科学技術及び経済政策に寄与しており，その件数は２００１年度で２

５５件に及ぶ（資料２０）。 

このように，目的（１）・目標 C 及び目的（３）・目標Ｈに係わり，省庁（地方局を含む）， 

自治体の科学技術政策，経済政策の立案への寄与には優れたものがある。 

資料１９：審議会委員等の委嘱状況調査 

資料２０：兼業許可件数調 
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観点 G： 地域住民に対する生活の安全性，文化性への寄与 

火山の噴火機構やマグマ活動の基礎的研究から，有珠山噴火等において火山噴火予知やハ

ザードマップの作成等住民の安全を図る活動が積極的に行われている（理学研究科）。また，

豊平川，新川における水災害危機管理システムの構築（工学研究科），疾病予防追求型食品の

開発研究（農学研究科），人の健康を害する動物由来感染症の病原体の自然界における分布と

ヒトへの伝播ルートに関する研究（獣医学研究科）等，地域住民の安全に関する研究が積極

的に取り組まれている。一方，地域の美術館や博物館における芸術等の文化事業推進の支援

（文学研究科，留学生センター），心理教育相談室におけるいじめ等の諸問題に対する子供と

その親への相談援助（教育学研究科），ＮＨＫ北海道地方放送番組審議会委員長として，公共

放送のあり方についての提言（国際広報メディア研究科），地元のシンクタンクとの共同によ

るスラブ・ユーラシア地域の現状に関する先端的な研究成果の解説及び公表（スラブ研究セ

ンター），本学歴史展示，学術テーマ展示，学術資料展示の公開による文化的活性化への寄与

（総合博物館），温泉等自然環境を生かした健康増進に関する研究と応用（保健管理センター），

ノルディックスキー競技力向上の研究（体育指導センター）等，住民のクオリティー・オブ・

ライフ，北海道文化の向上に関する取組にも特筆すべきものがある。 

このように目的（１）・目標Ｂ及び目的（３）・目標Ｉに係わる地域住民に対する生活の安

全性，文化性及び生活環境への寄与は優れている。 

 

観点 H： 研究成果のアジア圏・北方圏の環境・人間生活への寄与 

１） サハリン大陸棚石油・ガスの開発と環境に関する研究（スラブ研究センター），シベリ

アにおける森林火災抑制による地球温暖化防止研究プロジェクト（低温科学研究所，北ユ

ーラシア・北太平洋地域研究センター，工学研究科，農学研究科，理学研究科，地球環境

科学研究科，筑波大学），永久凍土の溶解によるメタンの溶出と土壌生体系の変化について

の研究（農学研究科），インドネシア泥炭地域の野環境劣化を阻止し，地球環境保全を視野

に入れた農林水産業システムの構築（農学研究科，地球環境科学研究科）等，多数の特徴

ある研究が見られる。 

２） 急速な IT 革命が進行するアジアの各都市を結び，IT を中心としてビジネスや文化の交

流を図ることで，２１世紀における革新的で創造的な IT 都市モデルを構想する札幌市のｅ-

シルクロード構想に工学研究科を中心とする教官が実行委員会長等として参画し，継続的，

積極的推進を図っている。 

３） 農学研究科，獣医学研究科，触媒化学研究センター等では JICA の研修コースが開設さ

れており，獣医学研究科では，各国公衆衛生関係獣医師対象の人獣共通感染症の診断方法と

予防法の研修コースを実施し，過去５年間の実績により動物由来感染症サーベイランスのネ

ットワークが形成されている。 

このように目的（２）・目標Ｄ，Ｅに係わる研究成果のアジア圏・北方圏の環境・人間生活

への寄与は優れている。 

 

観点 I： 先端科学技術開発への貢献 

産業技術化を目指した先端科学技術開発では，サッポロバレーに象徴される IT ベンチャー

企業群の創出（工学研究科等），バイオテクノロジーにおけるグリコクラスター研究を中心と
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した糖鎖工学の産官学連携研究の展開や次世代ポストゲノム研究の組織化（理学研究科，薬

学研究科）をはじめとして，先端医療としての遺伝子治療（医学研究科，遺伝子病制御研究

所），テーラーメイド薬物療法のための創薬（薬学研究科），スピン計測，ナノ制御等のナノ

テクノロジー研究（工学研究科，電子科学研究所，触媒化学研究センター），形状記憶ポリマ

ー等の新素材開発（理学研究科），次世代高度情報通信システム用超高速高出力半導体デバイ

ス技術や光量子コンピュータ等のエレクトロニクスの研究（工学研究科等），半導体量子ナノ

デバイス・システムの研究開発（量子集積エレクトロニクス研究センター），炭酸ガス増加防

止や大型海藻を利用した CO2 固定等の環境関連技術研究（水産科学研究科，北方生物圏フィ

ールド科学センター），超高温空気燃焼技術等の省エネルギー関連の研究開発（工学研究科），

根圏制御による次世代農業の構築（農学研究科）等，現代社会で要請されている諸問題に対

応する数多くの取組がなされている。 

このように目的（１）・目標Ａ，Ｂに係わる先端科学技術開発への貢献は優れている。 

 

観点 J： 研究成果を基にした地域の二次産業活性化への貢献（一次産業の高度化を含む） 

 新しい IT 技術の企業への移転（工学研究科），IntelligentPad コンソーシアムによる新し

い技術課題の抽出，新技術に関する情報交換（知識メディア・ラボラトリー）を行うなど，

IT 分野をはじめとして，多様な地域の二次産業活性化に貢献している。 

また，地域に豊富に存在する一次産業生産物の高付加価値化の研究が積極的に行われてい

る。 

・ サケ軟骨由来コンドロイチン硫酸の高度化利用化技術（マリーンコンビナート構想，

工学研究科） 

・ 北方系の機能性物質を産生する植物の探索，栽培化，商品化（北方生物圏フィールド

科学センター） 

・ 食物の機能性(体調調節機能)に関する研究（農学研究科，薬学研究科） 

・ 資源管理型漁業の開発（水産科学研究科） 

・ 耐寒・耐乾性品種の創成（農学研究科） 

さらに，地域における起業家精神の涵養と企業実務の知識を養うため，経済学研究科が先

端研に事業化推進室を設置（１９９８年度以降）し，各種事業化案件支援及び経済産業省か

らの受託研究「先導的起業家育成システム実証事業」を実施している（２０００，２００１

年度）。 

このように目的（３）・目標Ｆに係わる研究成果を基にした地域の二次産業活性化への貢献

には優れたものがある。 

 

○取組の分類２の実績や効果の程度 

 

 取組は目的・目標を実現する上で優れている。 

 

（２）取組の実績と効果の水準  

 

取組は目的及び目標達成に十分貢献している。 
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（３）特に優れた点及び改善点等  

 

 北海道大学においては，産学官研究連携の基本インフラストラクチャーが早期に構築され，

現段階は技術シーズを産業技術化して，事業化あるいはベンチャー企業を創設させるフェー

ズに至っている。インフラストラクチャーの整備において，民間の産学官連携機関である「北

海道産学官協働センター」をキャンパス内に設置し，先端研との密接な連携を実現した点は

特に優れており，この体制によりさまざまな新しい試みが生まれたと言える。北海道 TLO㈱

の設立，公設試験研究機関やベンチャーキャピタル等の金融機関との連携，事業化に向けて

の協力等と共に社会科学系教官による産学官連携事業の理論構築も行われ，多様で幅広く応

用できる体制を実現したことは他に類を見ず，産学官連携の新たなモデルを提出したもので

あり高く評価できる。この様な産学官連携の環境の上に，１９７０年代からの大学発 IT ベン

チャー創出（現在 e－シルクロード等で知られる現在のサッポロバレーへと発展）の経験も加

え，大学教官の役員兼業規制緩和の後すばやくバイオベンチャー企業を教官の手で構築した

点は特に優れたものがある。 

 一方，地域住民の安全と文化的発展に関しては，有珠山噴火を予知し，噴火前，噴火時さ

らにその後の復興にいたるまで適切な処置と助言を行った理学研究科の活動に見られるよう

に，社会への研究成果の還元という目的意識を持った不断の基礎研究が数多く見られ，特に

優れていると評価できる。 
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３ 改善のための取組  

 

（１）取組の分類ごとの評価  

 

（取組の分類１）社会と連携及び協力するための取組  

 

○観点ごとの評価結果 

観点 A：取組状況や問題点を把握する体制 

１） 副学長３名のうち１名，及び総長補佐１２名のうち５名を研究促進・産学官協力担当

とし，取組状況や問題点を常時把握し，改善を図る体制となっている。 

２） 評議会をはじめその下に置かれた研究推進委員会において，全学的見地から研究連携

の推進について検討するとともに，地域貢献・連携委員会や点検評価委員会，外部評価

等により常に取組状況や問題点を把握する体制をとっている。 

３） 先端研リエゾンオフィスと各部局のアンカーパーソンにより取組状況や問題点を把握

する体制となっている（資料１）。 

このように，目的，目標全体に係わる研究連携についての取組状況や問題点を把握する体

制は重層的になっており優れたものである。 

資料１：先端研組織図 

北 海 道 大 学 に お け る 学 術 研 究 の 蓄 積

A部局

プロジェクト研究領域 ニーズ育成研究領域 研究支援室

リエ ゾ ン オ フ ィス

B部局 Ｃ部局 Ｄ部局 Ｅ部局

新 産 業 基 盤 技 術 創 成

産学官プロジェクト研究
重点領域の融合化

戦略的産業基盤研究

遺伝子実験支援

実験生物供給

生物実験支援

北 海 道 大 学 先 端 科 学 技 術 共 同 研 究 セ ン タ ー

ア ン カ ー パ ー ソ ン

 
観点 B：学外者の意見等を把握する体制や取組 

１） 自治体や民間を代表する学外の有識者からなる「運営諮問会議」を年２回程度開き，

産学官連携の方針や取組状況に対する学外者の意見を把握している（資料２）。 

２） ２００２年に北海道，札幌市及び本学関係者で構成する「北海道地域連携推進協議会」

を発足させ，自治体のニーズを把握する体制を充実した。 

３） 副学長等が北海道 TLO㈱の役員として役員会に出席し，学外意見を把握する。 
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４） 先端研では民間・官・自治体・政府系金融機関等の有識者を委員とする「外部委員会」

を置き外部意見を把握している（資料３）。 

５） 先端研リエゾンオフィスでは北海道経済産業局，自治体，公設研究機関，経済団体，

金融機関等と毎月２回程度の定期的懇談会を持ち，常に社会のニーズや連携及び協力相

手の意見等を把握している。 

６） 各部局が定期的に外部評価を実施し，取組の問題点や外部意見を把握している。 

これらの体制や取組により，目的（１）・目標 A 及び目的（３）・目標Ｆ，G を達成する上

で広く産学官の方針策定や実務の各レベルにおける意見を聞くことが可能となり優れている。 

資料２：北海道大学運営諮問会議規程 

資料３：先端科学技術共同センター外部評価報告書 

 

○取組の分類１の貢献の程度 

 

 改善のシステムは目的・目標を実現する上で優れている。 

 

（取組の分類２）研究成果の活用に関する取組  

 

○観点ごとの評価結果 

観点 C：社会と大学間の研究面における連携基盤となるデータベース改善システム 

１）研究者データベースを常時研究者自身が更新するシステムになっており，その入力デー

タから「研究者総覧」「研究活動一覧」を刊行するシステムを構築している。なお，研究

業績データベースについては，情報担当副学長が委員長を務める学術情報委員会におい

て見直しが行われ，毎年，拡充が図られている。これにより学外者は常に最新の研究者

情報を得ることができ，大学として学外に提供する学術・技術情報を日々改善すること

ができる。 

２） 北海道経済産業局と連携し，産業技術シーズや産学官連携への意欲を重視したデータ

ベースをほぼ隔年更新し，先端研のホームページにリンクしている。 

このように本学では目的・目標全体に関連して学術・技術情報の学外への発信を重視し，

常に最新の情報を提供する体制を構築しており優れている。 

 

観点 D：社会のニーズ，連携及び協力相手の意見等を把握する体制や取組 

１） 全学的体制として運営諮問会議に民間（財界）を代表する有識者の参加を求め，社会

連携の取組の民間サイドからの評価を受ける体制を整えている（資料４）。 

２） 各部局における外部評価委員に民間研究所長等の有識者を招聘し，取組テーマの社会

の要請への貢献度等を常に把握している。 

３） 先端研リエゾンオフィスに学外から招聘した客員教授や客員研究員（ベンチャーキャ

ピタリスト，弁理士，北海道ＴＬＯ（株）幹部，民間企業研究者）からなる拡大リエゾ

ンオフィス（CAST Liaison Officer Network（CLON））を置き，毎月 1 度以上会議を開

き本学の研究シーズの市場性や共同研究テーマの社会貢献性を検討し，改善すべき点を

把握している。 
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４） 民間を対象とするセミナー，シンポジウムを毎年１０回程度開催し，アンケート調査

等により社会のニーズの動向を探る。 

 このように，目的（１）・目標 A 及び目的（３）・目標Ｆ，Ｇ達成するために，社会のニー

ズ，連携及び協力相手の意見等を把握する体制や取組はさまざまな形を取りながら学外各分

野との接触が図られていて優れたものとなっている。 

資料４：北海道大学運営諮問会議規程 

 

観点 E： 民間企業のニーズの育成・把握に対する組織・体制の構築 

・ 次世代ポストゲノム研究において，本学教官３８名による研究者ネットワークが構築さ

れ，それに対応して２３社からなるバイオ企業ネットワークが構築されている。さらに

これらを統括して次世代ポストゲノム研究推進協議会が産学官連携の下に結成され，民

間企業ニーズと大学における研究シーズの密接なマッチングを諮る体制となっている。 

・ 先端研リエゾンオフィスは，中小企業家同友会の異業種交流会を発展させ，企業ニーズ

の発展を適切に支援するための組織「HOPE(Hokkaido Platform Entrance)」を発足さ

せた。その組織等は以下である。（資料５） 

資料５：ＨＯＰＥ概念図 

企 業 ニ ー ズ 発 展 を 促 進 す るためのシステム　 （HOPE）

コ ラ ボ 、 プラ ザ

大 学 ・ 公 設 研 究 機関

Ｈ

Ｏ

Ｐ

Ｅ
　

会員

事 業 化
環 境
健 康

経 営 基 盤

バ イ オ
食 品

生 活 基 盤 　
　 工 学

ホ ー ムＤ ｒ

ホ ー ムＤ ｒ

ホ ー ムＤ ｒ

ホ ー ムＤ ｒ

専 門 Ｄｒ

専 門 Ｄ ｒ

セ ミ ナー

ニ ー ズ

経 済 局 、 北海 道 、

札 幌 市

小 樽 商 大 ＣＢ Ｃ

金 融 、 ベ ンチ ャ ー
　 　 　 　 キ ャ ピ タル

情 報 な ど

事 業 イ ン キ ュ ベ ー ショ ン

　 《 事 業 化 プ ロ ジ ェク ト》

専 門 Ｄｒ

専 門 Ｄ ｒ

支

援

共 同 研究

ビ ジ ネ ス 　
　 プ ラ ン

プ ロ ジ ェ クト
　 　 研 究

ベ ン チ ャ ー
立 ち 上 げ

ニ ー ズ

ニ ー ズ

ニ ー ズ

ニ ー ズ

同 友 会
HOPE
事 務 局

先 端 研 事
務 局 分 室

 

組織の概要は①会員企業を募り（現在 100 社を越える企業が会員となっている。），②毎月

定例のセミナーを開き企業ニーズの熟成を図り，③懇親会におけるホームドクター（図中で Dr と記

載）と呼ばれるコーディネーターとの交流を通して，④ビジネスとしての熟成度により共同研究，ビジネ

スプラン，プロジェクト研究，ベンチャー立ち上げ等への発展を図るための専門家を紹介し（専門ドク

ター），⑤企業・研究者・ビジネスコーディネーター・弁理士等の結合による《事業化プロジェクト》を構

成して事業化支援を行うとするものである。 

この取組により短期間で多くの共同研究の立ち上げが見られている。 

このように，特に目的（３）・目標Ｆ，Ｇに関連して，民間企業のニーズの育成・把握に対

する組織・体制の充実には新たな取組が見られ優れている。 
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○取組の分類２の貢献の程度 

 

 体制・取組は目的・目標を実現する上で優れている。 

 

（２）改善のための取組の水準  

 

 体制・取組は目的及び目標達成に十分貢献している。 

 

（３）特に優れた点及び改善点等  

  大学における研究は基礎と応用を問わず，それを深める原動力は研究者の知的探究心で

あり，研究テーマは研究者自身の問題意識から発生する。一方，産業技術開発における具体

的研究目的は社会的ニーズによって決まることが多く，大学の研究者の問題意識とは必ずし

も一致しない。大学の研究者が社会的ニーズに応えるためには，意識的にニーズ指向的な観

点を持つ必要がある。それと同時に，社会的な連携を実行・発展させるためには，各研究者

の研究テーマと各部局の研究体制を常に把握し，産業技術のシーズを見出し，それを育成す

る連携のシステムの存在がきわめて重要である。しかも，社会的ニーズの多様性に対応する

ためには，そのような連携のシステム自身が適応性と自己発展性を持つものでなければなら

ない。この点，本学における改善のための取組は多様な階層性を持ち，経済界，産学連携機

関，企業，ベンチャーキャピタリスト等の参加により多様な社会ニーズを取り込む独自の工

夫が見られている点できわめて優れている。 

特に，社会的ニーズを掌握し，発展させながら産学共同研究に導く HOPE システムは全国

的にも新たな試みである。大学の有するシーズのスピンアウト型の産学連携はベンチャー起

業や既存企業における新規事業等のアウトプットを持つ。このケースでは研究者の問題意識

と産業技術開発における問題意識の間のギャップが小さく，研究者自身が基礎研究と応用研

究の差異を意識することは少ない。しかし企業ニーズを出発点とする産学連携研究では，こ

のギャップがしばしば共同研究を破綻させる。HOPE システムはコーディネーターによって，

共同研究の方向性と企業が要請するものとの間のフィードバックが図られ，企業の相手とな

る研究者を交代可能とする機能をも持ったシステムで自己発展性を持っている。二次産業の

脆弱な北海道地域の産業の弱点を克服すべく，企業ニーズ育成にまで踏み込んだユニークな

取組である点は特に優れている。 
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Ⅴ 特記事項 

研究を基盤とした本学の社会連携活動はきわめて多岐

にわたっているが，ここでは本学が先進的に取り組んで

きた，経済活性化を目指した産学官連携について記す。

北海道地域の産業構造は，中小企業が多く二次産業が著

しく脆弱であるという特徴を持つ。地域経済の活性化の

ため産学官連携による地場産業の新規開拓能力の向上が

強く求められていることに対し，本学はそれに応え，全

国的に先駆けとなる社会連携の取組を展開している。そ

の特徴は，従来型の『技術シーズを産業界（主として大

企業）に移転する取組』の枠を超えた，『①技術シーズを

大学研究者自ら企業化する大学発ベンチャー創成への積

極的取組と，②企業ニーズを育成し，企業に積極的に働

きかけて産学官連携による新規産業を創出する取組』に

ある。 

これらの取組の基盤は，①先端研リエゾンオフィスを

中心とした全学ネットワークの設置，②研究情報データ

ベースの整備，③北海道ＴＬＯ(株)の設立，④キャンパ

ス内の産学官連携諸機関の集積にあり，産学官連携のソ

フト面とハード面が結合されたテクノポリス形成の核と

なっている。この基盤は，本年度完成予定の創成科学研

究機構棟，ナノテクノロジー研究センター棟，次世代ポ

ストゲノム研究棟の設置により，相乗的に強化される。 

プロセス的な取組として，各研究機関の連携による事

業化を目指した調整統合活動，レンタルラボの活用，先

端研リエゾンオフィスにおける経営支援セクターとの強

固な連携がある。また自治体との連携による戦略的テー

マ設定とその事業化，次世代ポストゲノム研究推進機構

における研究者と企業のネットワーク形成，企業家集団

と大学・公設研究機関とを日常的に結ぶＨＯＰＥに見ら

れるような組織形成があり，事業化に必要な諸機能を網

羅した産・学・官・ＴＬＯ・経営支援セクターの有機的

結合を地域社会において実現している。これらの取組に

より，バイオ・IT 分野を中心とした大学発のベンチャー

企業創設を継続的に実現し，また地域既存企業において

も数多くの新規事業展開を創出している。 

このように地域社会に密着した産学官連携の方法をイ

ンプット，プロセス両面にわたり新たに構築し，経済的

に実効を持つアウトプットを現実に示し続けている活動

は，全国に先駆けて実現した北海道大学独自の創造的社

会連携活動であるといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


